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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】成形時間が短く、硬化物中に未反応異物がない、強靭で機械強度の高い産業機械
部品部材用の熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物、及び該組成物を用いた産
業機械部品用部材を提供する。
【解決手段】産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物のイソ
シアネート基末端ウレタンプレポリマーに反応抑制剤として、少なくとも1つ以上のエチ
レンオキサイドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物を含有することで、イソシア
ネート基末端ウレタンプレポリマーの性状を損ねることなく、成形サイクルが短く、成形
物中に未反応異物の発生がない、機械強度が高く強靭な産業機械部品用の熱硬化性ポリウ
レタンエラストマーを得ることができる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくともイソシアネート基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）、水酸基末端硬化剤（Ｂ）
からなる産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物において、
イソシアネート基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が、反応抑制剤（Ｃ）として、少なく
とも1つ以上のエチレンオキサイドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物を５～６
００ｐｐｍ含むことを特徴とする産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラストマー
形成性組成物。
【請求項２】
請求項１に記載の産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物に
おいて、水酸基末端硬化剤（Ｂ）が、触媒（Ｄ）として、少なくともポリウレタン用ヌレ
ート化触媒（Ｄ１）、及び/又はポリウレタン用アロファネート化触媒（Ｄ２）を含むこ
とを特徴とする産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物。
【請求項３】
請求項１または２のいずれか1項に記載の産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラ
ストマー形成性組成物において、イソシアネート基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）と水
酸基末端硬化剤（Ｂ）の混合比（官能基比）が、水酸基／イソシアネート基＝０．２～０
．８（モル比）であることを特徴とする産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラス
トマー形成性組成物。
【請求項４】
請求項１から３のいずれか１項に記載の産業機械部品部材用熱硬化性ポリウレタンエラス
トマー形成性組成物を熱硬化処理して得られる産業機械部品部材のＪＩＳ－Ａ硬度が６０
～９５の範囲であることを特徴とする産業機械部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、産業機械部品部材に用いられる熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成
物に関する。　
【背景技術】
【０００２】
熱硬化性ポリウレタンエラストマーは、高モジュラス、高破断強度、低摩耗、低歪である
ことから耐久性が非常に高く、産業機械の部品部材として広く好適に使用されている。
【０００３】
一般的に産業機器部品部材に用いられる熱硬化性ポリウレタンエラストマーは、イソシア
ネート成分からなる主剤と、活性水素含有成分からなる硬化剤とを、注型機のミキシング
ヘッドで混合し、得られた混合液を型内に注入し、この型内で当該混合液を加熱硬化（ウ
レタン化反応）させることにより製造することができる。
【０００４】
ここに、熱硬化性ポリウレタンエラストマーを成形するための形成性組成物をなす成分と
して、イソシアネートとポリオールから成るイソシアネート基末端ウレタンプレポリマー
（Ａ）（以下「ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー」と略記）とポリオールから成る水酸
基末端硬化剤（Ｂ）（以下「ＯＨ基末端硬化剤」と略記）とを、混合し加熱硬化させる方
法が一般的に用いられる。
【０００５】
例えば、イソシアネート成分としてジフェニルメタジイソジアネート（以下「ＭＤＩ」と
略記）と、ポリオールとしてポリブチレンアジペート（以下「ＰＢＡ」と略記）からなる
ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマーと、ポリオール成分として１，４－ブタンジオール、
トリメチロールプロパンとＰＢＡとを、混合したＯＨ基末端硬化剤が好適に用いられてい
る。
【０００６】
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前記のＮＣＯ基末端ウレタンプレリマー（Ａ）を製造する際は、合成時の副反応の抑制、
着色の抑制や得られるＮＣＯ基末端ウレタンプレリマー（Ａ）の貯蔵安定性向上を目的に
リン酸化合物等の酸性化合物を反応抑制剤（Ｃ）として添加し製造されている（例えば、
特許文献１～４参照）。
【０００７】
近年、産業機械部品は低コスト化が求められることから、成形サイクルの短縮が行われて
いる。これにより、生産性が向上するばかりではなく、エネルギーコストも削減できる。
また、金型の回転サイクルが短くなるため、金型数も削減が図れることから、設備投資コ
ストも抑えることが可能である。
【０００８】
以上の事情から、成形サイクル短縮のため、触媒（Ｄ）としてヌレート化触媒（Ｄ１）や
アロファネート化触媒（Ｄ２）が用いられている。また、得られる熱硬化性ポリウレタン
エラストマーの機械強度向上のため、イソシアネート基過剰配合（水酸基／イソシアネー
ト基＝０．３～０．８（モル比））で成形する方法が用いられている（例えば、特許文献
５～７参照）。
【０００９】
特に反応制御、機械強度のコントロールの容易さから、酢酸カリウムや４級アンモニウム
塩等のヌレート化触媒（Ｄ１）を用いた処方が好適に用いられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開昭４９－７５５０５号公報
【特許文献２】特開昭５７－８２３５８号公報
【特許文献３】特開平７－１７３２４０号公報
【特許文献４】特開平８－２３１６６９号公報
【特許文献５】特開２００２－２０４４５号公報
【特許文献６】特開２００５－３１４５０２号公報
【特許文献７】特開２００９－２２７８７５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
しかしながら、これらの処方では過剰配合しているＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（
Ａ）が、熱硬化処理時に局所的にヌレート化反応やアロファネート化反応が進まないこと
があり、非常に微小ではあるが、未反応のＮＣＯ末端プレポリマー（Ａ）が成形物中に未
反応異物として残り、この部分を起点に機械強度が低下し破断等が起こりやすく産業機械
部品としての特性を損ねる等の問題を抱えている。
【００１２】
本発明は以上のような事情に基づいてなされたものであり、産業機械部品部材用熱硬化性
ポリウレタンエラストマー形成性組成物のＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が反
応抑制剤（Ｃ）として、少なくとも1つ以上のエチレンオキサイドを置換基骨格内に持つ
リン酸エステル化合物を５～６００ｐｐｍ含ませることで、プレポリマーの性状を損ねる
ことなく、成形サイクルが短く、成形物中に未反応異物の発生がない、機械強度が高く強
靭な産業機械部品用の熱硬化性ポリウレタンエラストマーを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
本発明は、以下の（１）から（４）に示されるものである。
（１）少なくともＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）、ＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）か
らなる産業機械部品用の熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物において、ＮＣ
０基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が、反応抑制剤（Ｃ）として、少なくとも1つ以上
のエチレンオキサイドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物を５～６００ｐｐｍ含
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（２）前記（１）に記載のＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）が、触媒（Ｄ）として、少なくともポ
リウレタン用ヌレート化触媒（Ｄ１）、及び/又はポリウレタン用アロファネート化触媒
（Ｄ２）を含むことを特徴とする。
（３）前記（１）または（２）のいずれか一つに記載のＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマ
ー（Ａ）とＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）の混合比（官能基比）が、水酸基／イソシアネート基
（以下「α値」と略記）＝０．２～０．８（モル比）であることを特徴とする。
（４）前記（１）から（３）のいずれか一つに記載の産業機械部品用熱硬化ポリウレタン
エラストマー形成性組成物を熱硬化処理して得られる産業機械部品部材のＪＩＳ－Ａ硬度
が６０～９５の範囲であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
本発明の産業機械部品用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物を産業機械に用
いることで、従来ではなし得なかった成形物中の未反応異物を無くし、且つ、ＮＣＯ基末
端ウレタンプレポリマーの性状を損ねることなく、成形サイクルの短く強靭な産業機械部
品用の熱硬化性ポリウレタンエラストマーを得ることが出来る。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
本発明の産業機械部品用熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物は、少なくとも
ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が、反応抑制剤（Ｃ）として、少なくとも1つ
以上のエチレンオキサイドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物を５～６００ｐｐ
ｍ含む点に特徴がある。このように、1つ以上のエチレンオキサイドを置換基骨格内に持
つリン酸エステル化合物を用いることで、得られるＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（
Ａ）は、製造時や在庫保管時の副反応が抑えられ粘度が低く、着色も非常に少なく色数が
低いＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が得られる。1つ以上のエチレンオキサイ
ドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物の添加量が５ppm以下の場合は、粘度が高
く色数も非常に高いＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマーが得られ、品質面で使用が難しい
。この他、このＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を用い、近年、実施されている
成形サイクル短縮のため、触媒（Ｄ）としてヌレート化触媒（Ｄ１）やアロファネート化
触媒（Ｄ２）を導入した処方で得られる熱硬化性ポリウレタンエラストマーの産業機械部
品は、過剰配合したＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が綺麗に反応し、未反応異
物が無い均一で強靭な硬化物を得ることができる。上記に記載の1つ以上のエチレンオキ
サイドを置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物以外の反応抑制剤を用いた場合は、過
剰配合したＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）が綺麗に反応せず、未反応異物が発
生し、不均一で強度の弱い硬化物となってしまう。また、1つ以上のエチレンオキサイド
を置換基骨格内に持つリン酸エステル化合物の添加量が６００ppm以上の場合は、ＯＨ基
末端硬化剤に添加する触媒（Ｄ）との反応バランスを崩し、熱硬化処理時に十分に反応が
進まなくなり、成形サイクルの短縮が図れなくなる。
【００１６】
本発明に用いる反応抑制剤（Ｃ）として使用する1つ以上のエチレンオキサイドを置換基
骨格内に持つリン酸エステル化合物は、本発明の効果を奏すれば、特に限定されるもので
ないが、例として一般式１～３等で示すことができる。

［一般式１］

［一般式２］
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［一般式３］

一般式１～３の具体例として、ｎ、ｍ、ｌ＝１～１００であり、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3は炭素数
１～６０の直鎖、分岐、又は環状の飽和又は不飽和アルキルがよく、特に好ましくはｎ、
ｍ、ｌ＝１～３０であり、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3は炭素数６～３０の直鎖、分岐、又は環状の飽
和又は不飽和アルキル（フェニル基を含む）である。ｎ、ｍ、ｌの数及びＲ1、Ｒ2、Ｒ3

の構造は同一であっても、異なっていても良い。市販化されている具体例として、ジ（Ｃ
１２－１５）パレス－２リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－２　日光ケミカルズ社製」、ジ
（Ｃ１２－１５）－パレス４リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－４　日光ケミカルズ社製」
、ジ（Ｃ１２－１５）－パレス６リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－６　日光ケミカルズ社
製」、ジ（Ｃ１２－１５）－パレス８リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－８　日光ケミカル
ズ社製」、ジ（Ｃ１２－１５）－パレス１０リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－１０　日光
ケミカルズ社製」、リン酸（モノ，ジ）ポリエチレングルコール（５ＥＯ）Ｃ１０－１２
アルコール「Ｐｈｏｓｐｈｏｌａｎ　ＰＳ－２３６　Ａｋｚｏ　Ｎｐｂｅ社製」、リン酸
（モノ，ジ）ポリエチレングルコール（３ＥＯ）Ｃ１０－１５アルコール「Ｐｈｏｓｐｈ
ｏｌａｎ　ＰＳ－２２２　Ａｋｚｏ　Ｎｐｂｅ社製」、リン酸（モノ，ジ）Ｃ１０－１４
アルコール－３－エトキシレート「Ｐｈｏｓｐｈｏｌａｎ　ＰＳ－２２０　Ａｋｚｏ　Ｎ
ｐｂｅｌ社製」、リン酸（モノ，ジ）ポリエチレングルコール（６ＥＯ）＋トリデカノー
ル「Ｐｈｏｓｐｈｏｌａｎ　ＰＳ－１３１　Ａｋｚｏ　Ｎｐｂｅ社製」、ポリオキシエチ
レントリデシルエーテルリン酸エステル「プライサーフ Ａ２１２Ｃ、プライサーフ Ａ２
１５Ｃ　第一工業製薬社製」、ポリオキシエチレンアルキル（C８）リン酸エステル「プ
ライサーフ Ａ２０８Ｆ、プライサーフ Ａ２１５C　第一工業製薬社製」、ポリオキシエ
チレンアルキル（C１２、１３）リン酸エステル「プライサーフ Ａ２０８Ｍ、プライサー
フ Ａ２１５C　第一工業製薬社製」、ポリオキシエチレンラウリルエーテルリン酸エステ
ル「プライサーフ Ａ２０８Ｂ、プライサーフ Ａ２１９Ｂ　第一工業製薬社製」、ポリオ
キシエチレンアルキル（Ｃ１０）エーテルリン酸エステル「プライサーフ Ａ２１０Ｄ　
第一工業製薬社製」、ポリオキシエチレンスチレン化フェニルエーテルリン酸エステル「
プライサーフ ＡＬ、プライサーフ ＡＬ１２Ｈ　第一工業製薬社製」、リン酸（モノ，ジ
）ポリエチレングリコール（４Ｅ０）４－ノニフェニル「試薬　東京化成工業社製」、ト
リ（Ｃ１２－１５）パレス－２リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤＰ－２　日光ケミカルズ社製
」、トリ（Ｃ１２－１５）パレス－４リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤＰ－４　日光ケミカル
ズ社製」、トリ（Ｃ１２－１５）パレス－６リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤＰ－６　日光ケ
ミカルズ社製」、トリ（Ｃ１２－１５）パレス－８リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤＰ－８　
日光ケミカルズ社製」、トリ（Ｃ１２－１５）パレス－１０リン酸「ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤ
Ｐ－１０　日光ケミカルズ社製」、ホスフェートポリエーテルエステル「ＴＲＩＴＯＮ　
Ｈ－５５、Ｈ－６６、ＱＳ－４４、ＸＱＳ－２０　ダウサーファクタンツ社製」等が挙げ
られる。
【００１７】
本発明に用いるＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は、反応抑制剤（Ｃ）を用い、
少なくともポリイソシアネート（Ａ１）とポリオール（Ａ２）とのウレタン化反応により
得ることができる。また、ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）のＮＣＯ含量は、５
～２５質量％が好ましい。ＮＣＯ含量が５質量％より低い場合には、主にプレポリマーの
粘度が高くなり、注型時にウレタン樹脂の流れ性が著しく悪化する。２５質量％より高い
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場合は、保存時及び使用時の性状安定性が著しく悪化し、安定した産業機械部品が得にく
く、成形不良に繋がるなどの問題を抱えるため、産業機械部品部材用のＮＣＯ基末端ウレ
タンプレポリマーとして適さないものとなってしまう。
【００１８】
ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）は、攪拌容器内にポリイソシアネート（Ａ１）
と反応抑制剤（Ｃ）を投入攪拌し、その後、攪拌容器内の温度を４０～７０℃に保ちなが
らポリオール（Ａ２）を投入攪拌する。続いて、攪拌容器内の温度を７０～９０℃に保ち
ながら、２～５時間程度ウレタン化反応を進めることで、ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリ
マー（Ａ）を得ることができる。
【００１９】
本発明に用いるポリイソシアネート（Ａ１）は、本発明の効果を奏すれば、特に限定され
るものでないが、機械物性や反応制御の観点から、芳香族ジイソシアネートからから少な
くとも１種類選ばれることが好ましく、４，４′－ジフェニルメタンジイソシアネートが
特に好ましい。
【００２０】
＜ポリイソシアネート＞
ポリイソシアネート（Ａ１）の具体例として、ヘキサメチレンジイソシアネート、リジン
ジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、シクロヘキシルジイソシアネート、４
，４′－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、水素添加キシリレンジイソシアネー
ト、水素添加トリメチルキシリレンジイソシアネート、２－メチルペンタン－１，５－ジ
イソシアネート、３－メチルペンタン－１，５－ジイソシアネート、２，２，４－トリメ
チルヘキサヘチレン－１，６－ジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサヘチレ
ン－１，６－ジイソシアネート等の脂肪族及び脂環族ジイソシアネート。４，４′－ジフ
ェニルメタンジイソシアネート、２，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，２
′－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４′－ジフェニルジメチルメタンジイソシ
アネート、４，４′－ジベンジルジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネー
ト、パラフェニレンジイソシアネート、トリレン－２，４－ジイソシアネート、トリレン
－２，６－ジイソシアネート等の芳香族ジイソシアネート。オルトキシリレンジイソシア
ネート、メタキシリレンジイソシアネート、パラキシリレンジイソシアネート、テトラメ
チルキシリレンジイソシアネート等の難黄変ジイソシアネート。また、いずれかのイソシ
アネートのウレタン変性体、ウレア変性体、カルボジイミド変性体、ウレトンイミン変性
体、ウレトジオン変性体、イソシアヌレート変性体、アロファネート変性体等も使用でき
る。
【００２１】
本発明に用いるポリオール（Ａ２）は、本発明の効果を奏すれば、特に限定されるもので
ないが、機械物性やガラス転移温度の観点から、平均官能基数２～３、数平均分子量２５
０～５０００のポリエステルポリオール、ポリエーテルポリオール、ポリカーボネートポ
リオールから少なくとも１種類選ばれることが好ましい。なお、必要に応じて、モノマー
ポリオールを併用することもできる。
【００２２】
＜ポリエステルポリオール＞
ポリエステルポリオールの具体例としては、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナ
フタレンジカルボン酸、コハク酸、酒石酸、シュウ酸、マロン酸、グルタル酸、アジピン
酸、ピメリン酸、スベリン酸、グルタコン酸、アゼライン酸、セバシン酸、１，４－シク
ロヘキシルジカルボン酸、α－ハイドロムコン酸、β－ハイドロムコン酸、α－ブチル－
α－エチルグルタル酸、α，β－ジエチルサクシン酸、マレイン酸、フマル酸等のジカル
ボン酸またはこれらの無水物等の１種類以上と、エチレングリコール、１，２－プロパン
ジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオー
ル、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジ
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オール、３，３－ジメチロールヘプタン、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサン－１，４－ジオール、シクロヘキサン－１
，４－ジメタノール、ダイマー酸ジオール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイドやプ
ロピレンオキサイド付加物、ビス（β－ヒドロキシエチル）ベンゼン、キシリレングリコ
ール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール等の分子量５００以
下の低分子ポリオール類の１種類以上との縮重合反応から得られるものを挙げることがで
きる。また、低分子ポリオールの一部をヘキサメチレンジアミン、イソホロンジアミン、
モノエタノールアミン等の低分子ポリアミンや低分子アミノアルコールに代えて得られる
ポリエステル－アミドポリオールを使用することもできる。
【００２３】
＜ポリエーテルポリオール＞
また、ポリエーテルポリオールの具体例としては、エチレングリコール、１，２－プロパ
ンジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオ
ール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール
、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、３－メチル－１，５－ペンタン
ジオール、３，３－ジメチロールヘプタン、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコ
ール、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサン－１，４－ジオール、シクロヘキサン－
１，４－ジメタノール、ダイマー酸ジオール、ビスフェノールＡ、ビス（β－ヒドロキシ
エチル）ベンゼン、キシリレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペン
タエリスリトール等の低分子ポリオール類、またはエチレンジアミン、プロピレンジアミ
ン、トルエンジアミン、メタフェニレンジアミン、ジフェニルメタンジアミン、キシリレ
ンジアミン等の低分子ポリアミン類等のような活性水素基を２個以上、好ましくは２～３
個有する化合物を開始剤として、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、ブチレン
オキサイド等のようなアルキレンオキサイド類を付加重合させることによって得られるポ
リエーテルポリオール、或いはメチルグリシジルエーテル等のアルキルグリシジルエーテ
ル類、フェニルグリシジルエーテル等のアリールグリシジルエーテル類、テトラヒドロフ
ラン等の環状エーテルモノマーを開環重合することで得られるポリエーテルポリオールを
挙げることができる。
【００２４】
＜ポリカーボネートポリオール＞
ポリカーボネートポリオールの具体例としては、エチレングリコール、１，２－プロパン
ジオール、１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオー
ル、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、
１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジ
オール、３，３－ジメチロールヘプタン、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコー
ル、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、シクロ
ヘキサン－１，４－ジオール、シクロヘキサン－１，４－ジメタノール、ダイマー酸ジオ
ール、ビスフェノールＡのエチレンオキサイドやプロピレンオキサイド付加物、ビス（β
－ヒドロキシエチル）ベンゼン、キシリレングリコール、グリセリン、トリメチロールプ
ロパン、ペンタエリスリトール等の低分子ポリオールの一種類以上と、ジメチルカーボネ
ート、ジエチルカーボネート等のジアルキルカーボネート類、エチレンカーボネート、プ
ロピレンカーボネート等のアルキレンカーボネート類、ジフェニルカーボネート、ジナフ
チルカーボネート、ジアントリルカーボネート、ジフェナントリルカーボネート、ジイン
ダニルカーボネート、テトラヒドロナフチルカーボネート等のジアリールカーボネート類
との脱アルコール反応や脱フェノール反応から得られるものを挙げることができる。
【００２５】
＜モノマーポリオール＞
モノマーポリオールの具体例として、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、
１，３－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４
－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オ
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クタンジオール、１，９－ノナンジオール、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、３
，３－ジメチロールヘプタン、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ネオペ
ンチルグリコール、シクロヘキサン－１，４－ジオール、シクロヘキサン－１，４－ジメ
タノール、ダイマー酸ジオール、ビスフェノールＡ、ビス（β－ヒドロキシエチル）ベン
ゼン、キシリレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリト
ール等が挙げられる。
【００２６】
また、ポリオール（Ｂ）には、性能の低下しない範囲で、ポリオレフィンポリオール、ア
クリルポリオール、（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシ化合物
、シリコーンポリオール、ヒマシ油系ポリオール、フッ素系ポリオールを単独、又は２種
以上を併用することができる。
【００２７】
＜ポリオレフィンポリオール＞
ポリオレフィンポリオールの具体例としては、水酸基を２個以上有するポリブタジエン、
水素添加ポリブタジエン、ポリイソプレン、水素添加ポリイソプレン等を挙げることがで
きる。
【００２８】
＜アクリルポリオール＞
アクリルポリオールとしては、アクリル酸エステル及び／又はメタクリル酸エステル〔以
下（メタ）アクリル酸エステルという〕と、反応点となりうる少なくとも分子内に１個以
上の水酸基を有するアクリル酸ヒドロキシ化合物及び／又はメタクリル酸ヒドロキシ化合
物〔以下（メタ）アクリル酸ヒドロキシ化合物という〕と、重合開始剤とを熱エネルギー
や紫外線または電子線などの光エネルギー等を使用し、アクリルモノマーを共重合したも
のを挙げることができる。
【００２９】
＜（メタ）アクリル酸エステル＞
（メタ）アクリル酸エステルの具体例としては、炭素数１～２０のアルキルエステルもの
を挙げることができる。このような（メタ）アクリル酸エステルの具体例としては、（メ
タ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メ
タ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（
メタ）アクリル酸－２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリ
ル酸ノニル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ドデシルのような（メタ）
アクリル酸アルキルエステル、シクロヘキシル（メタ）アクリレートのような（メタ）ア
クリル酸の脂環属アルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸フェニル、（メタ）アク
リル酸ベンジルのような（メタ）アクリル酸アリルエステルを挙げることができる。この
ような（メタ）アクリル酸エステルは、単独、又は２種類以上組み合わせたものを挙げる
ことができる。
【００３０】
＜（メタ）アクリル酸ヒドロキシ化合物＞
（メタ）アクリル酸ヒドロキシ化合物の具体例としては、ポリイソシアネート組成物との
反応点となりうる少なくとも分子内に１個以上の水酸基を有しており、具体的には、２－
ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、４－ヒドロキシ
ブチルアクリレート、３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロピルアクリレート、ペンタ
エリスリトールトリアクリレートなどのアクリル酸ヒドロキシ化合物が挙げられる。また
、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、４－
ヒドロキシブチルメタクリレート、３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロピルメタクリ
レート、ペンタエリスリトールトリメタクリレートなどのメタクリル酸ヒドロキシ化合物
が挙げられる。これらアクリル酸ヒドロキシ化合物及び／又はメタクリル酸ヒドロキシ化
合物は、単独、又は２種以上を組み合わせたものを挙げることができる。
【００３１】
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＜重合開始剤＞
重合開始剤は、熱重合開始剤、光重合開始剤を挙げることができ、重合方法によって適宜
選択される。
熱重合開始剤の具体例としては、ジ－２－エチルヘキシルペルオキシジカーボネート等の
ペルオキシジカーボネート類、ｔ－ブチルペルオキシベンゾエート、ｔ－ブチルペルオキ
シ－２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルペルオキシイソプロピルカーボネート、ｔ－
ヘキシルペルオキシイソプロピルカーボネート等のペルオキシエステル類、ジ（ｔ－ブチ
ルペルオキシ）－２－メチルシクロヘキサン、ジ（ｔ－ブチルペルオキシ）３，３，５－
トリメチルシクロヘキサンおよびジ（ｔ－ブチルペルオキシ）シクロヘキサン等のペルオ
キシケタール類等が挙げることができる。
また、光重合開始剤の具体例としては、アセトフェノン、メトキシアセトフェノン、２，
２－ジエトキシアセトフェノン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、２，２－ジメトキ
シ－２－フェニルアセトフェノン、α－ヒドロキシ－α，α′－ジメチルアセトフェノン
、２－ヒドロキシ－２－シクロヘキシルアセトフェノン、２－メチル－１［４－（メチル
チオ）フェニル］－２－モンフォリノプロパノン－１等のアセトフェノン類、ベンゾイン
、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソプロピルブチ
ルエーテル等のベンゾインエーテル類、ベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、ｐ
，ｐ′－ジクロロベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ′－テトラメチル－４，４′－ジアミノベンゾ
フェノン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピル）
ケトン等のケトン類、チオキサンソン、２－クロロチオキサンソン、２－メチルチオキサ
ンソン等のチオキサンソン類、ビスアシルホスフィンオキサイド、ベンゾイルホスフィン
オキサイド等のホスフィン酸化物、ベンジルジメチルケタール等のケタール類、カンファ
ン－２，３－ジオン、フェナントレンキノン等のキノン類などを挙げることができる。
【００３２】
＜シリコーンポリオール＞
シリコーンポリオールの具体例としては、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラ
ンなどを重合したビニル基含有シリコーン化合物、及び分子中に少なくとも１個の末端水
酸基を有する、α，ω－ジヒドロキシポリジメチルシロキサン、α，ω－ジヒドロキシポ
リジフェニルシロキサン等のポリシロキサンを挙げることができる。
【００３３】
＜ヒマシ油系ポリオール＞
ヒマシ油系ポリオールの具体例としては、ヒマシ油脂肪酸とポリオールとの反応により得
られる線状または分岐状ポリエステルポリオールが挙げられる。また、脱水ヒマシ油、一
部分を脱水した部分脱水ヒマシ油、水素を付加させた水添ヒマシ油も使用することができ
る。
【００３４】
＜フッ素系ポリオール＞
フッ素系ポリオールの具体例としては、含フッ素モノマーとヒドロキシ基を有するモノマ
ーとを必須成分として共重合反応により得られる線状、又は分岐状のポリオールである。
ここで、含フッ素モノマーとしては、フルオロオレフィンであることが好ましく、例えば
、テトラフルオロエチレン、クロロトリフルオロエチレン、トリクロロフルオロエチレン
、ヘキサフルオロプロピレン、フッ化ビニリデン、フッ化ビニル、トリフルオロメチルト
リフルオロエチレンが挙げられる。また、ヒドロキシル基を有するモノマーとしては、例
えば、ヒドロキシエチルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、シクロ
ヘキサンジオールモノビニルエーテル等のヒドロキシアルキルビニルエーテル、２－ヒド
ロキシエチルアリルエーテル等のヒドロキシアルキルアリルエーテル、ヒドロキシアルキ
ルクロトン酸ビニル等のヒドロキシル基含有カルボン酸ビニル、又はアリルエステル等の
ヒドロキシル基を有するモノマーが挙げられる。
【００３５】
本発明に用いるＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）は、前述のポリオール（Ａ２）を用いることがで
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きるが、本発明の効果を奏すれば、特に限定されるものでない。機械物性や成形加工性を
向上させる観点から、モノマーポリオールを単独で又は２種以上混合して用いることがで
きる。また、更に平均官能基数２～３、数平均分子量２５０～５０００のポリエステルポ
リオール、ポリエーテルポリオール、及びポリカーボネートポリオールのいずれかのポリ
オールを加えた混合物を用いることができる。モノマーポリオールとしては、１，４－ブ
タンジオールとトリメチロールプロパンとの混合物が好ましい。また、更に平均官能基数
２、平均分子量５００～３０００のポリエステルポリオール、ポリエーテルポリオールを
加えた混合物が好ましい。
【００３６】
本発明に用いる触媒（Ｄ）として用いる、ポリウレタン用ヌレート化触媒（Ｄ１）、ポリ
ウレタン用アロファネート化触媒（Ｄ２）は、発明の効果を奏すれば、特に限定されるも
のでない。機械物性や成形加工性を向上させる観点から、ポリウレタン用ヌレート化触媒
（Ｄ１）として、カリウム塩や４級アンモニウム塩が好ましく、ポリウレタン用アロファ
ネート化触媒（Ｄ２）として、Ｎ，Ｎ，Ｎ’－トリメチルアミノエチルエタノールアミン
やＮ，Ｎ－ジメチルアミノエトキシエタノールが好ましい。なお、ウレタン化反応を促進
するウレタン化触媒として、トリエチレンジアミン等のアミン触媒、１－イソブチル－２
－メチルイミダーゾル等のイミダゾール系触媒、ジオクチルチンジラウレート等の金属触
媒等を、必要に応じて併用することもできる。
【００３７】
＜ポリウレタン用ヌレート化触媒＞
ヌレート化反応で使用されるポリウレタン用ヌレート化触媒（Ｄ１）としては、公知の触
媒から適宜選択して用いることができ、具体例としては、トリエチルアミン、Ｎ－エチル
ピペリジン、Ｎ，Ｎ′－ジメチルピペラジン、Ｎ－エチルモルフォリン、フェノール化合
物のマンニッヒ塩基等の第三級アミン、テトラメチルアンモニウム炭酸水素塩、メチルト
リエチルアンモニウム炭酸水素塩、エチルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、プロピル
トリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ブチルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ペンチ
ルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ヘキシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ヘ
プチルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、オクチルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩
、ノニルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、デシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩
、ウンデシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ドデシルトリメチルアンモニウム炭酸
水素塩、トリデシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、テトラデシルトリメチルアンモ
ニウム炭酸水素塩、ヘプタデシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、ヘキサデシルトリ
メチルアンモニウム炭酸水素塩、ヘプタデシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、オク
タデシルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、（２－ヒドロキシプロピル）トリメチルア
ンモニウム炭酸水素塩、ヒドロキシエチルトリメチルアンモニウム炭酸水素塩、１－メチ
ル－１－アザニア－４－アザビシクロ［２，２，２］オクタニウム炭酸水素塩、又は１，
１－ジメチル－４－メチルピペリジニウム炭酸水素塩等の第四級アンモニウム炭酸水素塩
、テトラメチルアンモニウム炭酸塩、メチルトリエチルアンモニウム炭酸塩、エチルトリ
メチルアンモニウム炭酸塩、プロピルトリメチルアンモニウム炭酸塩、ブチルトリメチル
アンモニウム炭酸塩、ペンチルトリメチルアンモニウム炭酸塩、ヘキシルトリメチルアン
モニウム炭酸塩、ヘプチルトリメチルアンモニウム炭酸塩、オクチルトリメチルアンモニ
ウム炭酸塩、ノニルトリメチルアンモニウム炭酸塩、デシルトリメチルアンモニウム炭酸
塩、ウンデシルトリメチルアンモニウム炭酸塩、ドデシルトリメチルアンモニウム炭酸塩
、トリデシルトリメチルアンモニウム炭酸塩、テトラデシルトリメチルアンモニウム炭酸
塩、ヘプタデシルトリメチルアンモニウム炭酸塩、ヘキサデシルトリメチルアンモニウム
炭酸塩、ヘプタデシルトリメチルアンモニウム炭酸塩、オクタデシルトリメチルアンモニ
ウム炭酸塩、（２－ヒドロキシプロピル）トリメチルアンモニウム炭酸塩、ヒドロキシエ
チルトリメチルアンモニウム炭酸塩、１－メチル－１－アザニア－４－アザビシクロ［２
，２，２］オクタニウム炭酸塩、又は１，１－ジメチル－４－メチルピペリジニウム炭酸
塩等の第四級アンモニウム炭酸塩、トリメチルヒドロキシプロピルアンモニウム、トリメ
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チルヒドロキシプロピルアンモニウム、トリエチルヒドロキシエチルアンモニウム等のヒ
ドロキシアルキルアンモニウムのハイドロオキサイドや有機弱酸塩、酢酸、プロピオン酸
、酪酸、カプロン酸、カプリン酸、吉草酸、オクチル酸、ミリスチン酸、ナフテン酸等の
カルボン酸のアルカリ金属塩等が挙げられる。また、これらのポリウレタン用イソシアヌ
レート化触媒（Ｄ１）は、単独、又は２種以上を組み合わせて用いることができる。尚、
イソシアヌレート化触媒（Ｄ１）の使用量は、ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）
とＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）の総和重量に対して、０．００１～０．５質量％の範囲で用い
られるのが好ましく、中でも、反応制御の容易さという観点から、０．００５～０．１０
質量％の範囲で用いられるのがより好ましい。
【００３８】
＜ポリウレタン用アロファネート化触媒＞
アロファネート化反応で使用されるポリウレタン用アロファネート化触媒（Ｄ２）として
は、公知の触媒から適宜選択して用いることができ、例えば、カルボン酸の金属塩を用い
ることができる。
カルボン酸の具体例としては、酢酸、プロピオン酸、酪酸、カプロン酸、オクチル酸、ラ
ウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、２－エチルヘキサン酸等の飽和
脂肪族カルボン酸、シクロヘキサンカルボン酸、シクロペンタンカルボン酸等の飽和単環
カルボン酸、ビシクロ（４．４．０）デカン－２－カルボン酸等の飽和複環カルボン酸、
ナフテン酸等の上述したカルボン酸の混合物、オレイン酸、リノール酸、リノレン酸、大
豆油脂肪酸、トール油脂肪酸等の不飽和脂肪族カルボン酸、ジフェニル酢酸等の芳香脂肪
族カルボン酸、安息香酸、トルイル酸等の芳香族カルボン酸等のモノカルボン酸類；フタ
ル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、コハク酸、酒石酸、シュ
ウ酸、マロン酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、クルタコン酸、ア
ゼライン酸、セバシン酸、１，４－シクロヘキシルジカルボン酸、α－ハイドロムコン酸
、β－ハイドロムコン酸、α－ブチル－α－エチルグルタル酸、α，β－ジエチルサクシ
ン酸、マレイン酸、フマル酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等のポリカルボン酸類が
挙げられる。
【００３９】
また、カルボン酸の金属塩を構成する金属としては、リチウム、ナトリウム、カリウム等
のアルカリ金属、マグネシウム、カルシウム、バリウム等のアルカリ土類金属、スズ、鉛
等のその他の典型金属、マンガン、鉄、コバルト、ニッケル、銅、亜鉛、ジルコニウム等
の遷移金属などが挙げられる。これらのカルボン酸金属塩は、単独、又は２種以上を組み
合わせて用いることができる。
【００４０】
この他、アルカノールアミンとしては、Ｎ，Ｎ，Ｎ’－トリメチルアミノエチルエタノー
ルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエトキシエタノール等が挙げられる。尚、アロファネ
ート化触媒（Ｄ２）の使用量は、ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）とＯＨ基末端
硬化剤（Ｂ）の総和重量に対して、０．００１～０．５質量％の範囲で用いられるのが好
ましく、中でも、反応制御の容易さという観点から、０．００５～０．１０質量％の範囲
で用いられるのがより好ましい。
【００４１】
本発明に於いては、さらに必要に応じて、添加剤として、酸化防止剤、脱泡剤、紫外線吸
収剤等を形成性組成物に導入使用することができる。
【００４２】
本発明に於いては、これまでに述べた熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物を
用いて、工程として成形型内に於いて硬化処理（具体的には、加熱により硬化を促進する
処理）を行い、ウレタン化、並びにヌレート化、アロファネート化結合を有する熱硬化ポ
リウレタンエラストマー成形物を製造する。
【００４３】
この場合、本発明に於ける形成性組成物を用いて、熱硬化性ポリウレタンエラストマー成
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形物を製造する方法としては、以下のような工程を含む方法により製造されるのが好まし
い。
工程（１）：
ＮＣＯ基末端プレポリマー（Ａ）と水酸基末端硬化剤（Ｂ）、ただし、予め水酸基末端硬
化剤（Ｂ）に触媒（Ｄ）を含ませていない場合は、触媒（Ｄ）を別途添加し、均一に混合
して形成性組成物を調製する。なお、空気を巻き込み気泡が見られる場合は、真空脱泡等
で気泡を取り除く。これらの工程は、専用のポリウレタン注型機を用いることが好ましい
。
工程（２）：
プレヒートした成形型に該形成性組成物を混合後直ちに成形型内に注入し（注型）、該形
成性組成物を成形型内で硬化処理する（具体的には、加熱して硬化反応させる）。この場
合、成形型の温度はウレタン化反応、及びヌレート化、アロファネート化反応を容易に且
つ確実に進行させる条件であるという観点から、８０～１７０℃の範囲であることが好ま
しい。
工程（３）：
形成性組成物が硬化した後、硬化物（即ち、熱硬化ポリウレタンエラストマー成形物）を
成形型内から取り出す（脱型）。なお、本発明に於いては、前記の注型から脱型までに要
する時間は、特に限定するものではないが、本発明の意図する熱硬化性ポリウレタンエラ
ストマーの生産性という観点から触媒量や成形型のプレヒート温度を調整し、３０～６０
０秒の範囲であることが好ましい。
工程（４）：
熱硬化性ポリウレタンエラストマー成形物（産業機械部品）を脱型した後、室温で一週間
エージング処理を行う。
【００４４】
なお、注型時におけるＮＣＯ基末端プレポリマーのＮＣＯ基含量とＯＨ基末端硬化剤のＯ
Ｈ基含量とのモル比は、α値＝０．２～０．８（モル比）であり、０．３～０．７が特に
好ましい。０．２を下回る場合は、過剰イソシアネートによるヌレート化やアロファネー
ト化が極端に多くなり、成形物中の未反応物の発生を抑制することが困難であり、架橋点
の増加により、著しく引張物性値の低下を招く。また、０．８を上回る場合は、ヌレート
化やアロファネート化による架橋点が少なくなり、初期モジュラス（１００％伸長時の応
力）の低下を招き、各硬度における強度が不足し、変形量が大きく適さないもになってし
まう。
【実施例】
【００４５】
本発明について、実施例及び比較例により、更に詳細に説明するが、本発明はこれらによ
り何ら限定されるものではない。実施例及び比較例において、「％」は全て「質量％」を
意味する。
【００４６】
実施例１～７、比較例１～６
表１に示す配合比率で、窒素を満たした５Ｌの攪拌容器内に各種ポリイソシアネート（Ａ
１）と各種反応抑制剤（Ｃ）と酸化防止剤を投入攪拌した。その後、攪拌容器内の温度を
４０～７０℃に保ちながら各種ポリオール（Ａ２）を投入攪拌した。続いて、消泡剤を投
入し攪拌容器内の温度を７０～９０℃に保ちながら、２～５時間程度ウレタン化反応を進
めることで、各種ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）を得た。
【００４７】
また、表１、及び表２に示す配合比率で、窒素を満たした５Ｌの攪拌容器内に各種ポリオ
ール（Ａ１）、各種触媒（Ｄ）と適量の消泡剤を投入攪拌し、攪拌容器内の温度を４０～
７０℃に保ちながら、１～３時間程度、混合攪拌することで、各種ＯＨ基末端硬化剤（Ｂ
）を得た。
【００４８】
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次に、表１、及び表２に示すα値に従って、ＮＣＯ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）と
、触媒入りＯＨ基末端硬化剤（Ｂ）とを２液混合ウレタン注型機で混合することにより、
本発明の熱硬化性ポリウレタンエラストマー形成性組成物を調製し、この組成物を、予め
キュア温度に予熱された２ｍｍ厚の平板シート形成用の金型に注入し、この成形物を金型
から取り出し（脱型）が可能な最小限の時間、金型内で加熱硬化させ、速やかにこの成形
物を脱型することにより、本発明のポリウレタンエラストマー成形物（シート）を得た。
【００４９】
【表１】

【００５０】

【表２】

【００５１】
表１、及び表２に用いられる原料の略記号は以下の通り。
　[イソシアネート]
　　　・　ＭＤＩ；ミリオネートＭＴ（日本ポリウレタン工業社製）、４，４’－ＭＤＩ
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、ＮＣＯ含有量＝３３．５％
　　　・　ＴＤＩ；コロネートＴ－１００（日本ポリウレタン工業社製）、２，４－ＴＤ
Ｉ、ＮＣＯ含有量＝４８．２％
[ポリオール]
　　　・　ＰＢＡ－２５００；ニッポラン３０２７（日本ポリウレタン工業社製）、ポリ
ブチレンアジペート、水酸基価＝４４．９　KOHｍｇ／ｇ
　　　・　ＰＢＡ－１０００；ニッポラン４００９（日本ポリウレタン工業社製）、ポリ
ブチレンエチレンアジペート、水酸基価＝１１２．０　ＫＯＨｍｇ／ｇ
　　　・　ＰＥＡ－２０００；ニッポラン４０４０（日本ポリウレタン工業社製）、ポリ
エチレンアジペート、水酸基価＝５６．１　ＫＯＨｍｇ／ｇ
　　　・　ＰＴＭＧ－１０００；ＰＴＭＧ－１０００（三菱化学社製）、ポリテトラメチ
レングリコール、水酸基価＝１１２．０　ＫＯＨｍｇ／ｇ
　　　・　１．４－ＢＧ；１，４－ブタンジオール（三菱化学社製）、水酸基価＝１，２
４５　KOHｍｇ／ｇ
　　　・　ＴＭＰ；トリメチロールプロパン（三菱瓦斯化学社製）、水酸基価＝１，２５
４　KOHｍｇ／ｇ
[反応抑制剤]
　　　・　ＤＤＰ－２；ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－２（日光ケミカルズ社製）、ジ（Ｃ１２
－１５）パレス－２リン酸
（１０）ＤＤＰ－４；ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－４（日光ケミカルズ社製）、ジ（Ｃ１２－
１５）パレス－４リン酸
（１１）ＤＤＰ－１０；ＮＩＫＫＯＬ　ＤＤＰ－１０（日光ケミカルズ社製）、ジ（Ｃ１
２－１５）パレス－１０
リン酸
（１２）ＰＳ－２３６；Ｐｈｏｓｐｈｏｌａｎ　ＰＳ－２３６（Ａｋｚｏ　Ｎｏｂｅｌ社
製）、モノ・ジ（Ｃ１０－１２）パレス
－５リン酸
　　　（１３）Ａ２１２Ｃ；プライサーフＡ２１２Ｃ（第一工業製薬社製）、ポリオキシ
エチレントリデシルエーテルリン酸エステル
（１４）ＰＥＧＮＰＰ；リン酸ジポリエチレングリコール－４－ノニルフェニル（東京化
成社製）
（１５）ＴＤＰ－６；ＮＩＫＫＯＬ　ＴＤＰ－６（日光ケミカルズ社製）、トリ（Ｃ１２
－１５）パレス－６リン酸
（１６）リン酸モノ・ジメチル；リン酸メチル（東京化成社製）
（１７）リン酸ジブチル；リン酸ジブチル（東京化成社製）
（１８）ＪＰ－５１２；（城北化学社製）、アルキル（C12，C14，C16，C18）アシッドホ
スフェート
（１９）ＪＰ－５２４；（城北化学社製）、テトラコシルアシッドホスフェート
[触媒]
　（２０）ＰＯＬＹＣＡＴ－４６；（エアプロダクツ社製）、酢酸カリウムとエチレング
リコールの混合物
（２１）DABCO　ＴＭＲ；（エアプロダクツ社製）、四級アンモニウム塩触媒とエチレン
グリコールの混合物
（２２）ＴＯＹＯＣＡＴ　ＲＸ－５；（東ソー社製）、トリメチルアミノエチルエタノー
ルアミン
（２３）ＴＯＹＯＣＡＴ　ＴＥＤＡ－Ｌ３３Ｅ；（東ソー社製）、トリエチレンジアミン
とエチレングリコールの混合物
[その他添加剤]
　　　　（２４）Ｉ－１０１０；イルガノックス１０１０；（BASFジャパン社製）ペンタ
エリスリトールテトラキス[３-(３',５'-ジ-t-ブチル-４'-ヒドロキシフェニル)プロピオ
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ネート]酸化防止剤
（２５）ＢＹＫ－０５２；（ビックケミー・ジャパン社製）非シリコーン系消泡剤
【００５２】
得られた成形シートの特性評価方法は以下の通り。
（１）ＪＩＳ－Ａ硬度；ＪＩＳ Ｋ７３１２に準じ、Ａ型硬度計を用い測定。
（２）引張強度、伸長率；ＪＩＳ Ｋ７３１２に準じ測定。
（３）カット面異物数；成形シートを脱型した直後にシートを幅５０mm程度の短冊に切り
出し、中央部の端に１ｍｍ程度の切れ目を入れ、横に引っ張り破断させ、この破断した面
をカット面と見なした。幅２０mｍ×厚さ２ｍｍのカット面を５枚作製し、それぞれ４０
倍の倍率の顕微鏡を用いてカット面の観察を行い、凹凸の数を計数し、５枚のシートの凹
凸の数の合計値をカット面異物数とした。
【００５３】
実施例１～７に本発明の実施結果を示す。いずれの条件においても、イソシアネート基末
端ウレタンプレポリマーの性状を損ねることなく、成形サイクルが短く、成形物中に未反
応異物の発生がない、機械強度が高く強靭な熱硬化性ポリウレタンエラストマーを得るこ
とができた。
【００５４】
比較例１は、反応抑制剤（Ｃ）を用いない場合の例であり、得られるＮＣＯ基末端ウレタ
ンプレポリマー（Ａ）の粘度、並びに色数が非常に高い物であった。このＮＣＯ基末端ウ
レタンプレポリマー（Ａ）を用いて得られた成形物の未反応異物数は少ないものの、注型
作業においては、液粘度が高く流れ性が悪いため、十分に金型に注入することが困難であ
った。また、成形物は着色も見られ適さないものであった。
【００５５】
比較例２は、本発明の反応抑制剤（Ｃ）が過剰配合された場合の例であり、得られるＮＣ
Ｏ基末端ウレタンプレポリマー（Ａ）の色数が高い物であった。このＮＣＯ基末端ウレタ
ンプレポリマー（Ａ）を用いて得られた成形物は
成形時間が長く、得られた成形物は未反応異物数が多く適さないものであった。
【００５６】
比較例３～６は、本発明以外の反応抑制剤（Ｃ）を用いた場合の例であり、得られた成形
物は未反応異物数が非常に多く、これら異物が起点となり、引張強度が低く適さないもの
であった。
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